
告 示

�������
�愛媛県告示第１１１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市周布土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があ

った。

平成２４年９月７日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

退 任

�������
�愛媛県告示第１１１１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市庄内土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があ

った。

平成２４年９月７日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

退 任

�������
�愛媛県告示第１１１２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市吉岡土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２４年９月７日

�愛媛県告示第１１０９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第８条第１項の規定により市町から聴取した意見及び同条第２項の

規定により述べられた意見の概要は、次のとおりである。

これらの意見は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告

示の日から１月間縦覧に供する。

平成２４年９月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所在地
法第８条第１項の規定により市町から聴
取した意見の概要

法第８条第２項の規定により述べられた
意見の概要

ドラッグストアモリ西条周
布店

西条市周布６１８番地１ 生活環境保持の見地からの意見はなし。 ・歩行者の安全性の確保及び重大事故の発生回
避のため、交差点内に設置する出入口�１の
移設もしくは閉鎖を検討すること。

・出入口�１の移設もしくは閉鎖ができない場
合は、歩行者用信号機の設置を要望する。

・入口専用出入口において、確実に出庫車両が
発生しないよう対策（交通整理員の配置等）
を検討すること。

・出入口付近において万一事故が発生した場合
に備え、責任の所在を明確にしておくこと。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 � 橋 正 昭 西条市吉田３４７番地９

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 栗 原 弘 行 西条市実報寺甲５７１番地１

〃 竹 田 明 世 西条市実報寺甲５６１番地３

監 事 武 田 直 政 西条市実報寺甲３２番地
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愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

退 任

�愛媛県告示第１１１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良

事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・樋の井手�地区）
の施行を平成２４年８月２９日認可した。

平成２４年９月７日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

�������
�愛媛県告示第１１１６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

北条市土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２４年９月７日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

退 任

�愛媛県告示第１１１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年９月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年９月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 鈴 木 尊 則 西条市安用出作１３７番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 鎌 田 明 西条市安用出作１５０番地１

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市船屋字一本松乙６番２５から

同字乙６番２４まで

旧 ３５．６～３９．７ ０．０３０

新 ３７．０～５１．０ ０．０３０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市船屋字一本松乙６番２５から

同字乙６番２４まで
平成２４年９月７日

〃 谷 口 正 美 松山市儀式甲１２３番地

〃 高 橋 義 郎 松山市浅海原甲７３２番地

〃 白 石 賢 二 松山市浅海本谷甲５０８番地４

〃 高 橋 清 松山市上難波甲７９４番地

〃 久留嶋 益 生 松山市下難波甲８７５番地

〃 井 手 順 二 松山市北条８７３番地

監 事 大 石 哲 也 松山市中西内甲３７４番地２

〃 井 上 剛 義 松山市尾儀原甲４６番地１

〃 原 忍 松山市浅海原甲４９０番地２１
役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 篤 松山市久保甲３１番地

〃 中 鋪 将 和 松山市麓甲４２１番地

〃 山 下 久 隆 松山市善応寺甲１０６５番地

〃 得 居 文 雄 松山市常保免９９番地１

〃 村 上 光 夫 松山市中西外甲３８７番地

〃 玉 井 良 幸 松山市院内甲２６９番地

〃 山 崎 久 生 松山市滝本甲１１２番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 本 茂 樹 松山市苞木甲３１７番地

〃 沼 田 秀 敏 松山市和田乙６３番地２

〃 猪 木 優 松山市佐古甲２５１番地

〃 白 石 資 治 松山市府中２６０番地
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年９月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県庁内ＬＡＮシステム端末機の借入れ

� 借入物品名及び数量

パーソナルコンピュータ３，７０４台（ハードウェア、ソフトウ

ェア及び保守部品の提供並びに搬入、据置、配線、データ移行、

調整、ハードウェアの保守及び借入期間満了後の撤去等一式を

含む）

� 借入物品の内容等

仕様書による。

� 借入期間

平成２５年３月１日から平成３０年２月２８日まで

� 借入場所

仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３年度、平成２４年度及び平成２５年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに適正かつ確実に納入できる体制が整備

されていることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守の体制が整備されていることを証明した

者であること。

� ４の�に掲げる受領期限の日から落札者の決定の日までの間

に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部地域振興局情報政策課行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８７

� 入札書の受領期限

平成２４年１０月２５日（木）午前９時５９分まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２４年１０月２５日（木）午前１０時

愛媛県庁本館１階システム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

受領期限：平成２４年１０月５日（金）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Personal

Computer３，７０４ units

� Time limit of tender：０９：５９ a．m．，２５ October２０１２

� For further information，please contact： Administrative

Computerization Group，Information Technology Division，

Regional Development Subdepartment，Planning and

Development Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８７

〃 田 中 清 一 松山市八反地甲１０４番地

〃 玉 井 良 幸 松山市院内甲２６９番地

〃 渡 部 正 幸 松山市才之原甲２３２番地

〃 渡 部 一 正 松山市猿川甲４２０番地

〃 尾 上 和 紀 松山市浅海原甲１０４０番地１

〃 田 中 敬 郎 松山市浅海本谷甲３７８番地

〃 荻 山 民 之 松山市庄甲７８５番地

〃 中 原 安 彦 松山市大浦７３７番地

〃 井 手 順 二 松山市北条８７３番地

監 事 原 長 久 松山市常竹甲２１１番地

〃 村 上 明 松山市片山甲３６８番地１

〃 荻 山 英 俊 松山市下難波甲７１５番地
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第４９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２４年９月７日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１９０，２２３

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，８０５

� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１

を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６５，０３８

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２４年９月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２４年８月２１日 特定非営利活動法人
ベンチャー・アライアンス協会 廣 川 章 松山市萱町４丁目５－２ この法人は、まちづくりを考える個人、個人事

業者、起業家、零細事業者等の個人及び団体に
対して、地域振興やまちづくりの推進を図る活
動を支援するための事業等を行い、もって公益
の増進に寄与することを目的とする。

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，８９５ １４，６３２

南 宇 和 郡 ２１，０４７ ７，０１６

松山市・上浮穴郡 ４２８，９４４ １３８，１５８

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４７，０３９ ４９，０１３

宇和島市・北宇和郡 ８４，４１９ ２８，１４０

八幡浜市・西宇和郡 ４２，１９５ １４，０６５

新 居 浜 市 １０２，０６０ ３４，０２０

西 条 市 ９３，３８４ ３１，１２８

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５４，８４４ １８，２８２

伊 予 市 ３２，２６７ １０，７５６

四 国 中 央 市 ７５，８８３ ２５，２９５

西 予 市 ３６，０１２ １２，００４

東 温 市 ２８，２３４ ９，４１２

平成２４年９月７日 発行
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